
 

 

 

 

 平成 30 年７月豪雨災害により，自宅が被災して応急的な住まいでの生活を余儀なくされた市内の世

帯が，新たに住宅を賃借する場合に必要となる家賃（月額５万円以下・最長 24 か月分）を補助します。 

 

１. 対象になる方（概要） 

次の（１）～（６）の全てに該当する世帯が対象です。 

（１） 平成 30 年７月５日（災害発生日）に総社市民である。 

（２） 市内の自宅が，全壊・大規模半壊・半壊となって住めなくなった。 

（３） 住まいに関する支援“仮設住宅への入居”“民間賃貸住宅借り上げ事業（みなし仮設住宅）への

入居”“被災住宅の応急修理”を利用していない。 

（４） 市営住宅・県営住宅・その他の公的住宅，社宅・寮・その他の事業主などから無償貸与されてい

る住宅に入居していない。 

（５） 総社市暴力団排除条例に規定する暴力団員等ではない。 

（６） 生活保護法による住宅扶助を受けていない。 

 

２．支援する住宅の要件  

被災世帯が応急的な住まいとして，賃貸借契約などを災害発生日後に結んだ住宅となります。  

  ※住宅は，被災世帯に探していただきます。 

 

３．助成する経費 

 市が支援する住宅の賃貸借契約書などに記載された“家賃”または“家賃に準ずる賃料”となります。 

※敷金，礼金，仲介手数料，火災保険等損害保険料，共益費，駐車場代，光熱水費及び自治会費などは

この助成の対象外となりますのでご注意ください。 

 

４．助成金の額 

 月額５万円以下（最長２４か月分） 

 

５．必要書類 

 （１）交付申請書（市指定の様式あり，年度ごとに申請） 

（２）市が支援する住宅の賃貸借契約書の写し 

（３）助成金の振込口座が確認できる書類の写し（口座番号・口座名義（カナ部分）・本支店名の部分） 

～以下の書類は，交付決定後の手続きになります～ 

（４）交付請求書（市指定の様式あり） 

（５）家賃を支払った実績のわかる資料（領収書，または支払口座の通帳の表紙の裏表と引落し部分） 

 

６．手続きの流れ 

 ・申請書を受付後，記載内容及び添付書類を精査の上，必要に応じて調査を行います。書類に不備があっ

た場合には，必要な書類が揃った時点での申請受理となります。 

 ・助成金を交付する場合は「交付決定通知書」，交付しない場合は「交付却下通知書」をお送りします。 

 ・交付決定を行った方で家賃の支払いの後，「５必要書類」の（４）（５）を提出していただきます。 

 ・生活保護を受給されている方は，申請前に担当ケースワーカーへ御相談ください。 

 

７．相談・受付窓口（9：00～17：00） 

  そうじゃ住まいの応援窓口（市役所１階ロビー／下原公会堂／昭和公民館） 

電話 080-2300-1350 

 

平成３０年 7 月豪雨災害による被災者の皆様へ 

総社市は被災者の応急的な住まいの家賃を助成します。 


